
年 月

4 99 999 6 1 2 13

4

99
999

事
業
区
分

手
段

　商工業施設設備の整備拡充、経営改善等
のために、町の融資あっせん規則により資
金を借り入れた年利子支払額の30％を利子
補給するものである。融資あっせんの資金
を金融機関に預託する。

目
的

　町に住所又は事業所のある商工業者が、
町の融資あっせん規則により、町の指定す
る金融機関から融資を受けた事業者

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

13000

事業費
15

　融資による負担を軽減をすることにより、
町内中小企業の振興を図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

企業者数 件 488 481 481 481 481

補助件数 件 0 0 0 0 0

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

町内中小企業者数 件 488 481 481 481 481

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

　金融機関への預託金として6,000千円支出した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

預託金額 千円 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 2 小口融資資金対策費(貸付金利子補給金)

13 事業分類 補助・支援事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 該当

基本事業 その他 単独事業・補助事業

事務事業名 小口融資資金対策貸付金利子補給事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

不明 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

商工業制度資金の利子補給に関する条例・商工業制度資
金の利子補給に関する条例施行規則・融資あっせん規則

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 6,000 13,000 13,015 13,015 13,015

21 13,000 21 13,000 21
21 6,000 21 13,000 19 15 19 15 19
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 0 0 15 15 15
事業費計 千円 6,000 13,000 13,015 13,015 13,015

地方債 千円
その他 千円 6,000 13,000 13,000 13,000 13,000

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

　町内中小企業者の事業経営の安定や設
備の近代化等を図るに必要な事業資金を低
利で利用できるよう実施する。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 商業担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 63 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



　この制度に関連する町の融資あっせんによる資金の借入がないため、利子補給制度の利用者もいない。制度内容全体の精査が
必要。

　他制度の貸付条件や、他市町の制度内容、利用状況等の確認をする必要がある。

Ｂ 改善・見直しを進める

　現状での制度利用者はいないが、町内事業者の振興のため、従来通り実施することは必要であるが、見直し等おこなう場合は、
金融機関等と協議しながら進めることが必要である。数年来、実績なし。それに伴い融資審査会も長期間、開催がないため効果が
不明である。案件がないため、町として廃止を模索する。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

A1 受益者負担は求める
必要がない

理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

　事業資金の借り入れをしやすくする事業であり、現状では休止縮小はできない。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　預託金を原資として貸付るため、事業費削減の余地はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　対象が、町であっせんする小口融資制度利用者となっているが、その制度利用者が数
年いないため、当事業の利用者もいない状況であるので、その理由を精査することは必
要

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　町内中小企業者が制度融資を受けた際の利子の補助を実施する事は、企業等の経営
安定に役立ち町が実施べき事業

A 妥当である
理由・
改善案

　町内中小企業者が事業資金の借り入れを容易にするための事業であり妥当である。
③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

数年来、実績なし。それに伴い融資審査会も長期間、開催がないため不明である。案件がないた
め、町として廃止を模索する。

結びついている
理由・
改善案

　市内中小企業者が資金を調達しやすくなり経営安定に資するものである。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

③ 対象・意図を見直す（見直した方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

4 99 999 6 1 2 15

4

99
999

事
業
区
分

手
段

　 町であっせんする小口融資制度利用者が
埼玉県信用保証協会に対して支払う保証料
について、契約通り期限内に完済した者に
対し保証料全額を補助する。

目
的

　町内に店舗、工場又は事業所を有し、お
おむね１年以上引き続き同一事業を経営す
る中小企業者

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

1

事業費
100

　融資による負担を軽減をすることにより、
町内中小企業の振興を図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

企業者数 件 488 481 481 481 481

補助件数 件 0 0 0 0 0

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

町内中小企業者数 件 488 481 481 481 481

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

　実績なし

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

補助件数 件 0 0 0 0 0

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 2

小口融資資金対策費（完済者
信用保証料補助金等）15 事業分類 補助・支援事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 該当

基本事業 その他 単独事業・補助事業

事務事業名 小口融資資金対策完済者信用保証料補助事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

46 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町小口融資あっせんに係る信用保証料補
助実施要綱

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 0 0 101 101 101

22 1 22 1 22
22 0 22 0 19 100 19 100 19
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 0 0 101 101 101
事業費計 千円 0 0 101 101 101

地方債 千円
その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

　町内中小企業者の事業経営の安定や設
備の近代化等を図るに必要な事業資金を低
利で利用できるよう実施する。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 商業担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 64 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



Ｂ 改善・見直しを進める

　現状での制度利用者はいないが、町内事業者の振興のため、従来通り実施することは必要であるが、見直し等おこなう場合は、
金融機関等と協議しながら進めることも必要である。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

A1 受益者負担は求める
必要がない

理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

　事業資金の借り入れをしやすくする事業であり、現状では休止縮小はできない。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　対象が、町であっせんする小口融資制度利用者となっているが、その制度利用者が数
年いないため、当事業の利用者もいない状況であるので、その理由を精査することは必
要

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　町内中小企業者が制度融資を利用する際の信用保証料の補助を実施する事は、企業
等の経営安定に役立ち町が実施べき事業

A 妥当である
理由・
改善案

　町内中小企業者が事業資金の借り入れを容易にするための事業であり妥当である。
③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

小口融資資金対策貸付金利子補給事業と併せて廃止を模索する。

結びついている
理由・
改善案

　市内中小企業者が資金を調達しやすくなり経営安定に資するものである。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

③ 対象・意図を見直す（見直した方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

4 99 999 6 1 2 17

4

99
999

事
業
区
分

手
段

　日本政策金融公庫の国民生活事業の中
小企業を対象とした融資制度資金を借入し
た場合、町が年利子支払額の15％の利子
補給（10万円上限）を実施する。

目
的

　町内中小企業者

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

事業費
1700

　中小企業者の経営の安定 上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

企業者数 件 488 481 481 481 481

補助件数/町内中小企業者
数

％ 36.1 33.6 35.3 35.3 35.3

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

町内中小企業者数 件 488 481 481 481 481

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

3,000 3,000

・申請件数162件
・支払額1,529,868円

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

補助件数 件 176 162 170 170 170

利子補給金額 千円 1,674 1,529 3,000

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 2

中小企業資金対策費
（貸付金利子補給金）17 事業分類 補助・支援事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 該当

基本事業 その他 単独事業・補助事業

事務事業名 中小企業資金対策貸付金利子補給事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

不明 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町中小企業資金借入利子補給に関する要
綱

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 1,674 1,530 3,000 2,500 1,700

19 1,674 19 1,530 19 3,000 19 2,500 19
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 1,674 1,530 3,000 2,500 1,700
事業費計 千円 1,674 1,530 3,000 2,500 1,700

地方債 千円
その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

　中小企業者の事業資金の調達を容易にし
負担を軽減することにより、振興を図る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 商業担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 65 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



Ａ 現状維持（従来通り実施）

　現状では、毎年補助申請もコンスタントに出ており、従来通り実施することで効果が出ている。今後利子補給率の割合について見
直しを図る場合は、商工会等と協議しながら進める必要がある。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

A1 受益者負担は求める
必要がない

理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

　事業資金の借り入れをしやすくする事業であり、現状では休止縮小はできない。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　利子補給率を下げれば削減できるが、町内事業者の支援とすると利子の15％であれば
多い額とは言えないと思われるため、削減の余地はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　西秩父商工会を通じ日本政策金融公庫資金の借入が対象となっており、当事業の申請
も商工会が取りまとめて申請があり、成果向上の余地はない。

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　町内中小企業者が融資を利用した際の利子の補助を実施する事は、企業等の経営安
定に役立ち町が実施べき事業。

A 妥当である
理由・
改善案

　町内中小企業者が事業資金の借り入れを容易にするための事業であり妥当である。
③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

　市内中小企業者が資金を調達しやすくなり経営安定に資するものである。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

4 99 999 6 1 2 21

4

99
999

事
業
区
分

手
段

　商工関係団体の活動を支援するため、西
秩父商工会、バンビサービス協同組合及び
七夕フェスティバル実行委員会に補助金を
交付し、各種事業が円滑に実施できるよう
支援する。

目
的

　西秩父商工会及び会員、バンビサービス
協同組合及び組合員、七夕フェスティバル
実行委員会

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

事業費
7460

　各商工関係団体を支援するこにより、商工
会及び商工事業者の経営安定につなげて
いる。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

西秩父商工会会員数 人 602 597 597 597 597

ﾊﾞﾝﾋﾞｻｰﾋﾞｽ協同組合組合員数 人 58 58

補助金額 千円 7,480 7,480 7,460 7,460 7,460

七夕ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ実行委員会 1 1 1 1 1

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

西秩父商工会会員数 人 602 602 597 597 597

ﾊﾞﾝﾋﾞｻｰﾋﾞｽ協同組合組合員数 人 58 58 56 56 56

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

560 560

七夕ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ実行委員会補助額 千円 900 900 900 900 900

　西秩父商工会６月に6,000千円の交付、バンビサービス協同組合８月に580千円
交付。七夕フェスティバル実行委員会は９月に900千円交付

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

西秩父商工会補助額 千円 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

ﾊﾞﾝﾋﾞｻｰﾋﾞｽ協同組合補助額 千円 580 580 560

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 2 商工関係団体等補助金

21 事業分類 補助・支援事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 該当

基本事業 その他 単独事業・補助事業

事務事業名 商工関係団体等補助金交付事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

不明 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町補助金交付要綱・小鹿野町補助金等の
交付手続等に関する規則

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 7,480 7,480 7,480 7,450 7,460

19 7,480 19 7,480 19 7,480 19 7,450 19
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 7,480 7,480 7,480 7,450 7,460
事業費計 千円 7,480 7,480 7,480 7,450 7,460

地方債 千円
その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

56 56 56

　財政的に支援し、各団体事業の充実、運
営の円滑化を図る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 商業担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 66 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



Ａ 現状維持（従来通り実施）

　本事業は各団体への補助金を支出するのみの事業となっており、其の補助金が直接事業に結びついているため、各団体の財政
状況等により見直しを図る可能性もあるが、現状では従来通り実施していくことが必要と思われる。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

A1 受益者負担は求める
必要がない

理由・
改善案

　直接の受益者は商工会等であるが、その会員等も含まれ受益者は特定されないため負
担を求めることは難しい。

終
了
等
の
条
件

　商工会等への支援の必要がなくなれば、本事業は必要なくなる。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　商工会等に対する補助金のみであり現状では増えることはあっても削減は難しい。人件
費も補助金支出の手続きのみであり削減は難しい。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　現状では、新規事業等による支援の増加等がなければこれ以上の余地はない。

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　商工会等が行う事業は、事業者への支援や市街地の活性化にもつながるため、支援す
ることは妥当である。

A 妥当である
理由・
改善案

　各団体が行う各種事業や運営自体を財政面で支援することにより、事業の充実、運営
が円滑化するための支援であるため妥当である。

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

　各団体が行う各種事業や運営自体を財政面で支援することにより、事業の充実、運営
が円滑化することは会員である中小企業者等の支援にもつながる。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

4 31 129 6 1 3 15

4

31
129

事
業
区
分

手
段

　小鹿野両神観光協会への補助金の交付。
観光ＰＲ事業の展開（各種パンフレット・ポス
ター等の作成、登山・ハイキングマップの作
成、観光カレンダーの作成・販売、各種観光
イベントの開催・協力、小鹿野春まつり・鉄
砲まつり観光懇談会の開催）。青年部（ちょ
こっともてなし隊）への活動協力

目
的

・小鹿野両神観光協会
・観光客

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

事業費
7100

　国内外の方々へ本町の魅力を知ってもら
い、訪れていただく。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

入込観光客数 千人 303 320 325 330 330

観光ホームページアクセス数 千件 212 230

観光協会ＨＰアクセス件数 千件 212 230 230 230 230

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

入込観光客数 千人 303 320 325 330 350

観光協会会員数 人 93 91 95 97 100

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

3,500 3,500

春まつり・鉄砲まつり観光懇談会 千円 678 650 650 650 650

　観光協会ＨＰの管理。両神山開・閉山式・花まつり（花しょうぶ・福寿草・節分草）・丸神の
滝紅葉まつり・ヤマメ稚魚放流事業の開催。他団体観光ＰＲ事業への参加（大宮駅、秩父夜
祭等）。観光パンフレット作成（花しょうぶ園、ダリア園、尾ノ内渓谷、おがの化石館、総合パ
ンフ、節分草園、早春の花）。観光ポスター作製（ダリア園、鉄砲まつり、尾ノ内氷柱、小鹿野
春まつり）。のぼり旗・案内用横断幕作成。観光カレンダー作成・販売

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

各種イベント主催 回 9 10 10 10 10

観光パンフレット・ポスター等の作成費 千円 3,594 4,000 3,500

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 3 観光協会補助事業費

15 事業分類 補助・支援事業

基本施策 観光 総合戦略事業該当 該当

基本事業 観光体制の強化 単独事業・補助事業

事務事業名 小鹿野両神観光協会補助事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

18 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町補助金等の交付手続等に関する規則

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 6,639 7,097 7,096 7,268 7,100

19 6,639 19 7,097 19 7,096 19 7,268 19
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 6,639 7,097 7,096 7,268 7,100
事業費計 千円 6,639 7,097 7,096 7,268 7,100

地方債 千円
その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

230 230 230

・小鹿野町のＰＲ
・観光客の増加

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 観光担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 67 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



　西武鉄道等が、テレビCMなどで積極的に「ちちぶ」を売り出しており、「ちちぶ」の知名度は向上しているが、「小鹿野町」の知名度
はまだまだ向上していない。小鹿野町の観光資源を発掘し、うまくPRすることにより、さらなる観光客の増加に結び付くと考える。

　秩父市には「秩父神社や三峰神社、アニメの聖地」が、長瀞町には「宝登山、岩畳」など通年観光でき
る名所が存在するが、小鹿野町の観光の目玉は「花」「氷柱」など季節が限定されるものが多い。しか
し、それら季節限定のものでも、点を線に結び、さらに面にしていくことで発展できると考えている。

Ａ 現状維持（従来通り実施）

　町の観光体制の強化や観光ＰＲには、現状の補助が引き続き必要である。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　観光協会員には年会費（個人２千円、賛助１万円）をいただいている。

終
了
等
の
条
件

　観光協会自体が法人化されていないため、今後も補助が必要であり、終了等できない。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　観光協会組織維持、観光ＰＲ活動のため削減できない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　観光客にとって「秩父」とは、秩父市であったり長瀞町であったりする。「秩父」のくくりの
中で「小鹿野町」の知名度を上げていくことにより、より多くの集客が見込まれる。まだ向
上の余地が残されている。

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　町と協働しながら活動を行っている現状であり、町が補助していく必要がある。

A 妥当である
理由・
改善案

　町が行うことが難しい事例や本町観光行政を円滑に進め、観光客誘致等には必要な団
体であり、妥当である。

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

　各種花まつりの開催や各種パンフレット・ポスターを作成したり、各地域のお祭り・伝統
行事等の観光宣伝をしている。観光協会へ補助することにより、観光協会の強化が図ら
れており、結びついている。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

4 31 130 6 1 3 16

4

31
130

事
業
区
分

手
段

　地域をより住みやすく、生きがいのある地
域にするため「ふるさとまつり」を実施する。
　「ふるさとまつり」を通じて、伝統ある郷土
文化等を紹介し、さらに特産物の宣伝、消
費の拡大を図り、都会の人々との交流を深
めると共にふるさと「りょうかみ」のよさを共
に味わい、意義あるまつりとするための行事
を計画実施する。本事業は、両神ふるさとま
つり実行委員会が主催し、関係諸団体の協
力を得てその運営にあたる。

目
的

・町内外一般住民（対象地区指定なし）
・ふるさとまつり実行委員会

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

事業費
6,000

　小鹿野町の知名度アップと特産品などの
ＰＲにより、訪れるお客様が増加し、町民の
生きがいや所得向上につながればと期待す
る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

入込観光客数 千人 303 320 325 330 330

観光ホームページアクセス数 千件 212 230

売上金額（構成団体） 千円 5,400 5,000 5,000 5,000 5,000

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

集客 人 12,000 12,000 12,000 12,000 12,000

実行委員会会員数 数 42 42 42 42 42

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

6,000 6,000

産業団体等特産品販売・特産味自慢グルメコーナー
ふるさと民俗芸能まつり、ふるさとまつり音楽祭、商工祭
各種啓発・展示コーナー、文化作品展

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

リーフレット印刷 部 45,000 45,000 45,000 45,000 45,000

実行委員会補助金交付額 千円 6,000 6,000 6,000

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 3 観光総務費

16 事業分類 イベント・講座・教室等開催事業

基本施策 観光 総合戦略事業該当 該当

基本事業 魅力ある観光の推進 単独事業・補助事業

事務事業名 ふるさとまつり開催事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

17 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 6,000 6,000 0 6,000 6,000

19 6,000 19 6,000 19 6,000 19 6,000 19
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
事業費計 千円 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

地方債 千円
その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

230 230 230

　より多くの方に、小鹿野町の魅力を発信
し、小鹿野町に対して興味を持っていただ
く。出店する団体の構成員が生きがいを
持って住める地域にする。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 観光担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 68 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



　ふるさとまつりが実施される11月（秋季）は、郷土芸能祭、健康まつり、ふるさとまつりなど、多くのイベントが開催される時期であ
り、地域での伝統行事（歌舞伎や神楽、獅子舞など）も数多く行われる時期であることから、他のイベントとの統合を検討すべきと考
える。

　おのおののイベントの歴史や成り立ちがあり、多くの町民が関わっていることから、統合や廃止を考え
る場合は、関わっている住民の意思統一を図ることがもっとも大きな障害と考える。 Ｂ 改善・見直しを進める

　ふるさとまつりも平成28年度の開催で40回目となった。毎年、歌謡ショーや獅子舞などの郷土芸能の発表など、内容の見直しが
行われないまま実施されているので、見直しの時期に来ていると思われる。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

C 今後、受益者負担を求
める必要がある

理由・
改善案

　地元団体による売店出店料、入場者からの駐車場利用料徴収など、ほかのイベントで
求めている受益者負担は今後徴収すべきと考える。

終
了
等
の
条
件

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

③ 対象・意図を見直す（見直した
方がよい）

⑥ 事業費・人件費を見直す（見
直す方がよい）

⑦ 受益者負担を見直す（見直
す方がよい）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A2 類似する事務事業はあ
るが、統合・連携できない

理由・
改善案

　伝統ある郷土文化等を紹介し、さらに特産物の宣伝、消費の拡大を図り、都会の人々と
の交流を深めるという目的はほぼ同じものであるが、まつりの成り立ちが「旧小鹿野町」と
「旧両神村」であり、住民感情も含め、統合することは困難と考える

効
率
性
の
評
価

B 事業費の削減余地があ
る

理由・
改善案

　ふるさとまつりで最も大きい支出が「ふるさと音楽祭」で、有名歌手を呼ぶための費用で
あるが、歌手の質を下げるとか、別の芸能会社との競争により価格が下げられると考え
る。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名 郷土芸能祭

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　イベント内容の大幅な見直しにより向上の余地はあるが、現状では似たようなイベント
が多数あるため、他のイベントとの統合を検討すべきと考える。

A3 委ねている
理由・
改善案

　両神ふるさとまつり実行委員会に補助金を交付し、実施している

D 対象・意図を見直す必
要がある

理由・
改善案

　平成28年度で第40回を迎えた両神ふるさとまつりであるが、その間大きな内容の変更も
なく行われており、対象や意図を見直す必要があると考える。

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

平成28年度で第40回を迎えた両神ふるさとまつりであるが、その間大きな内容の変更もなく行われ
ており、対象や意図を見直す必要があると考える。

結びついている
理由・
改善案

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

③ 対象・意図を見直す（見直した方がよい）

⑥ 事業費・人件費を見直す（見直す方がよい）

⑦ 受益者負担を見直す（見直す方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

4 31 129 6 1 3 11

4

31
129

事
業
区
分

手
段

　町内の観光振興団体が実施する事業に要する経
費を補助することにより、本町の観光まちづくり（地
域が主体となって、自然、文化、歴史、産業など、地
域のあらゆる資源を生かすことによって、交流を振
興し、活力あふれるまちを実現するための活動）や
観光振興を推進することを目的とする。
　そのための補助金を交付し、補助金額は、補助対
象事業経費の７０％、毎年度１００万円以内とする。
　なお、補助金交付を受けようとする地域及び団体
は、３箇年間継続して本補助事業を行わなければな
らない。

目
的

　町民

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

事業費
7,000

　観光を振興する場合、地域資源の発掘、
地権者や周辺住民の同意が最も大きな障
害となる。地域にそれらが根付くことが最も
重要な結果であると考える。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

入込観光客数 千人 303 320 325 330 330

観光ホームページアクセス数 千件 212 230

補助金交付団体 団体 5 10 10 10 10

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

補助金交付団体 団体 5 10 10 10 10

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

・平成28年度補助金交付団体数：９団体
・平成28年度補助金交付金額：2,935,000円
・広報おがのに掲載し、補助金申請団体を募集した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

補助金額 円 2,084 2,935 5,000 5,000 5,000

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 3 観光総務費

11 事業分類 補助・支援事業

基本施策 観光 総合戦略事業該当 該当

基本事業 観光体制の強化 単独事業・補助事業

事務事業名 観光振興団体育成事業
担当
課所

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

26 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町観光振興団体事業活動費補助金交付要
綱

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 2,084 3,835 5,000 7,000 7,000

19 2,084 19 3,835 19 5,000 19 7,000 19
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 2,084 3,835 5,000 7,000 7,000
事業費計 千円 2,084 3,835 5,000 7,000 7,000

地方債 千円
その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

230 230 230

　観光まちづくりを推進し、地域観光資源の発
掘、活用、維持及び保全を行うとともに、観光振
興及び知名度を向上させ、観光客の誘客に必要
なイベントの開催、開発などを行う。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 観光担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 69 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



Ａ 現状維持（従来通り実施）

　本補助金の交付団体は年々増加傾向にあり、補助団体の対象地域では観光を盛り上げて行こうという基礎が出来つつある。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　補助金は７０％、受益者負担は３０％であるが、妥当と考えている。

終
了
等
の
条
件

　補助申請団体がなくなれば終了

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　現状でも成果は充分に出ている。

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　観光振興に関する町内の地域団体の育成は、町の意向も色濃く残しながら進めていき
た政策であり、町が主体となって進めていかなければならない事業であると考える。

A 妥当である
理由・
改善案

　本事業に積極的に申請してくる団体は、日ごろから地域で観光振興に目を向けている
団体である。その団体と事業の方向性が明確になっていることは、本事業を実施して得た
大きな成果である。

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

　小鹿野町総合振興計画にも観光体制の強化と観光団体の育成が明記されている。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

5 99 999 6 1 3 11

5

99
999

事
業
区
分

手
段

  寒さが際立つ冬の夜、静寂な空間を温かく
彩るイルミネーションの設置を奨励すること
で、住民参加を促し、地域のつながり・連携
による「明るい町づくり」を進めることを目的
とする。
　そのため補助金を交付するものとし、補助
金の額は、補助対象事業経費の７０％、毎
年度１００万円以内とする。なお、補助金を
受けようとする地域及び団体においては、３
箇年間継続して本補助事業を行わなければ
ならない。

目
的

　町民

投
入
量

事
業
費

平成２８年度申請
分で事業終了（～
平成３０年度交付で
終了）

事業費
の内訳

千円

230

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標）

地方債 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　イルミネーションを効果的に活用すること
により、明るい地域づくりを、住民参加により
行うことにより、「明るい町づくり」を進めるこ
とを目的とする。

　地域でのイルミネーション装飾が進み、新
たな冬の名所が創設される

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

入込観光客数 千人 303 320 325 330

観光ホームページアクセス数 千件 212 230 230

交付団体数 団体 3 3 2 1

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

町人口 人 12,549 12,279 12,030 11,974

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

交付団体数 団体 3 3 1 1

補助金額 千円 2,422 2,810 1,000 1,000

予算
区分 一般 6 1 3 観光総務費

11 事業分類 補助・支援事業

基本施策 その他 総合戦略事業該当 該当

基本事業 その他 単独事業・補助事業 単独事業

事務事業名 イルミネーション補助事業
担当
課所

総合振興計画
上の政策体系

事業
計画

単年度のみ
事業
期間

26 ～ 平成 30
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町イルミネーション事業補助金交付要綱

　３団体に対し2,422千円の補助金を交付した。

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 2,422 2,755 1,000 0

節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費
19 2,422 19 2,755 19 1,000 19 0

一般財源 千円 2,422 2,755 1,000 0
事業費計 千円 2,422 2,755 1,000 0

その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

課所名 おもてなし課

担当係名 観光担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 人口を増加させ、住民が生き生きと暮らす活気あるまちづくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 70 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



Ｄ 事務事業終了

　当初はイルミネーション補助金を活用し、地区住民が創意工夫し、協働で装飾作業を行うことによるコミュニティの形成も目指して
いたが、商工団体の中には外部に工事を委託し、受益者負担分も団体会計より支出するなど、要綱の範囲内ではあるが、町が意
図しない支出や成果品があまりにも多くみられた。新規申請団体もないことから、本事業は今年度新規申請分をもって事業終了と
する。

A1 類似する事務事業はな
い

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

※この欄には、「平成２７年度事務事業に対する評価（昨年度実施した評価結果）」を踏まえ、今年
度実施している取組、または今後実施する予定の取組を記入してください。

結びついている
理由・
改善案

　小鹿野町総合振興計画にも観光体制の強化と観光団体の育成が明記されている。

B 委ねられる可能性があ
る

理由・
改善案

　個人でイルミネーションを行っている例もあるため、個人に委ねられる可能性がある。

② 民間等への委託等を実施する（実施した方がよい）

③ 対象・意図を見直す（見直した方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

目
的
妥
当
性
の
評
価

D 対象・意図を見直す必
要がある

理由・
改善案

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

公
平
性
の
評
価

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　補助金は７０％、受益者負担は３０％であるが、妥当と考えている。

終
了
等
の
条
件

　平成２８年度をもって、イルミネーション補助金の新規申請受付を終了する予定である。事業は3年間の継続が必須条件のた
め、本年度に新規申請があった場合は平成30年度で本事業は最終年度となる。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

② 民間等への委託等を実施する
（実施した方がよい）

③ 対象・意図を見直す（見直した
方がよい）

有
効
性
の
評
価

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

　地域住民により装飾作業や照明の購入を想定していたが、要綱の範囲内ではあるが、
装飾品の購入から設置までを外部に工事として発注する例も見られ、意図しない支出も
多くみられるため見直す必要がある。

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　補助金の対象は、イルミネーション装飾に関する工事費用、電飾資材費であるが、あまりにも創作
された奇抜なものを求めた結果、工事費用が莫大となり、成果品が補助額に見合ったものになって
いないなど、厳しい意見が多い。補助を希望する団体も新規はほとんどない。

理由・
改善案



年 月

4 31 128 6 1 3 73

4

31
128

事
業
区
分

手
段

　国民宿舎両神荘施設の老朽化した箇所等
の修繕に充てる費用を補助金として交付し
ている。
　現在、埼玉県唯一の温泉付き国民宿舎と
して営業を続け、町の観光の中心的な役割
を果たしている。

目
的

　国民宿舎両神荘施設の老朽化した箇所等
の改修

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

事業費

　利用者が快適に利用できることとなり、両
神荘の利用者増加に繋がる。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

入込観光客数 千人 303 301 325 325 325

ホームページアクセス数 千件

売上金額 千円 179,643 167,090 180,000 180,000 180,000

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

施設内の改修 千円 10,000 19,958 20,000 20,000 20,000

宿泊者・日帰り休憩者数 人 36,174 35,727 40,000 40,000 40,000

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

　エレベーター改修工事、小荷物専用昇降機改修工事、外部ろ過装置風雪対策工
事に充当するため14,958千円を支出した。また、その他小修繕500千円。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

補助金額 千円 10,000 19,958 5,215 7,696 7,670

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 6 1 3 国民宿舎運営費補助金

73 事業分類 施設維持管理事業

基本施策 観光 総合戦略事業該当 該当

基本事業 観光拠点の整備と充実 単独事業・補助事業

事務事業名 国民宿舎運営補助事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

50 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 10,000 19,958 5,215 18,801

19 10,000 19 19,958 19 5,215 19 18,801
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 10,000 9,958
事業費計 千円 10,000 19,958 5,215 18,801

地方債 千円
その他 千円 10,000 5,215 18,801

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

70 75 80

　国民宿舎両神荘施設の老朽化した箇所等
を改修し、宿泊・休憩者の増加に繋げる。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 一部委託

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 観光担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 8 24 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 71 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



　早急に、プロジェクト等を立ち上げ、国民宿舎を町で維持・管理・運営していく必要があるのか、方向性を決める。

　老朽化している施設をそのまま民間等に委託できるのか、改修は必要となるのではないか。すべて改
修してからの委託では改修費用が膨大となってしまう。 Ｂ 改善・見直しを進める

　振興公社への出資金1億円が平成27年度から10年間かけて町に返還されるため、返還金を宿舎会計に充当し、経営の健全化を
図っていく。今後は、国民宿舎を町で維持・管理・運営していく必要があるのか、方向性を検討するため、早急に、プロジェクト等を
立ち上げる。また、越谷市との健康増進事業業務委託を見直し、利用者実績に応じた契約に変更し、利用者の増加になるような事
業への取り組みの推進を進める。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

C 今後、受益者負担を求
める必要がある

理由・
改善案

　宿泊料金等を見直す必要はあると思われるが、利用者の負担が増加となることで、全
体の収益が減少うすることがあれば、見直しは難しい。

終
了
等
の
条
件

　施設の改修費等が、すべて国民宿舎の収益でまかなえれば終了できる。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

② 民間等への委託等を実施する
（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

⑦ 受益者負担を見直す（見直
す方がよい）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　経年劣化による修繕は、毎年発生していくと考えれれ、適切な修繕を行う必要がある。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　改修により、快適に利用できることを、ＰＲし、今まで以上に宿泊者・休憩者を呼び込む。

B 委ねられる可能性があ
る

理由・
改善案

　国民宿舎として、町がどうしても運営しなければならないのか、早急に考えるところにさ
しかかっている。

A 妥当である
理由・
改善案

　観光施設としての改修は、町全体の入込み観光客の増加に繋がっている。
③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

本館１・２階トイレ改修などの大規模修繕を実施し、利用者が清潔に気持ちよく、より快適に利用でき
る環境整備を進めた。費用は、公営企業会計にて起債し、起債元金・起債利子分のみ運営補助金と
して交付を受ける。

結びついている
理由・
改善案

　事業を実施することで、老朽化部分の改善が図られ、利用者には快適さを提供できるこ
とで、両神荘の利用者増加を図る。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

② 民間等への委託等を実施する（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい）

⑦ 受益者負担を見直す（見直す方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

4 29 123 6 1 2 23

4

29
123

事
業
区
分

手
段

　歴史と風土を活かした景観整備を図るた
め、建造物の新築、改築及び修景施設の整
備に要する経費に補助金を交付し、魅力あ
る景観づくりを促進する。

目
的

　春日町から原町交差点までの県道に面し
た地域に居住、店舗、工場又は事業所を所
有し概ね１年以上引き続き居住又は経営す
る者

投
入
量

事
業
費

２９年度で事業終了
事業費
の内訳

千円

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 0 2,000 2,000

201 210

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標）

地方債 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）
　補助金を交付し、歴史ある街なみを保ち、
魅力ある町の景観づくりを図る。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

入込観光客数 千人 303 301 320

観光ホームページアクセス数 千件 212

申請件数 件 0 1 1

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

居住者・店舗等所有者 件 145 145 145

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

申請件数 件 0 1 1

予算
区分 一般 6 1 2 街並み修景整備事業費

23 事業分類 補助・支援事業

基本施策 商業 総合戦略事業該当 該当

基本事業 商店街の活性化 単独事業・補助事業 単独事業

事務事業名 街並み修景整備補助事業
担当
課所

総合振興計画
上の政策体系

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

6 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町街なみ修景整備事業補助金交付要綱・
小鹿野町補助金交付要綱

　１件申請により実績有

節 事業費 節 事業費 節 事業費
19 2,000 19 2,000

一般財源 千円 0 2,000 2,000
事業費計 千円 0 2,000 2,000

その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　地域の特色にあった建物（旧埼玉銀行
蔵、加藤家住宅、村上醤油店、十輪寺等）と
調和をとることにより街並みの景観を維持す
る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

課所名 おもてなし課

担当係名 商業担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 72 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



Ｄ 事務事業終了

市街地を対象とした補助制度で、街なみを維持していく為には必要な事業であるが、義務的制度ではないため、申請せず別様式の
建物に改修、建築することも可能であり、対象となる商店等の廃業等が増加していくと、この事業の効果も薄れてしまう。
また、この制度の申請自体も数年に一度という現状から、住宅リフォーム事業に１本化し現在対象となる市街地建物の外観に限っ
て補助額を変える等で対応可能であるため、平成30年度より事業を休止する。

目
的
妥
当
性
の
評
価

A 成果向上の余地はない
理由・
改善案

　補助金額も十分と思われ、対象地域も限られるため、申請件数の増加等は見込めな
い。

B 類似する事務事業があ
り、統合・連携の可能性が
ある

理由・
改善案

　町内全体の居住住宅を対象としており、対象が町全体に広がり、居住が前提となるた
め、対象が異なる部分はあるが、市街地住民が街並みを保とうという意識があれば、統
合は可能

効
率
性
の
評
価

B 事業費の削減余地があ
る

理由・
改善案

　事業費は対象者への補助金交付のみであり余地はないが、補助金の交付額が適正額
か検討の余地あると思われる。ただし、対象地域が限られるため、他地域住民への配慮
も必要

有
効
性
の
評
価

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名 住宅リフォーム事業

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　事業の位置づけや性質上から町が実施すべき事業

A 妥当である
理由・
改善案

　見直しは必要ない。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

　歴史ある街なみを保ち、魅力ある町の景観づくりに資する事業である。

２　視点別評価【Ｃｈeck】

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

公
平
性
の
評
価

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

　補助対象となる建物の外観作りは強制できないため、施主の考え方や趣味等ににより、様々な建物が増えてきた場合は、この
事業は不要

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

③ 対象・意図を見直す（見直した
方がよい）

⑤ 他事業との統合･連携を実施
する（実施した方がよい）

⑥ 事業費・人件費を見直す
（見直す方がよい）



年 月

4 31 127 5 2 2 29

4

31
127

事
業
区
分

手
段

　里山案内人「よってがっせぇ」により、里山
ウオーク（①丸神の滝コース②四阿屋山
コース③四季の道コース④札所３２番一周
コース）の説明案内

目
的

　町民、観光客、里山案内人

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

10
30

事業費
20

　里山ウオークの利用者を増やす。 上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

入込観光客数 千人 303 320 325 330 330

観光ホームページアクセス数 千件 212 230

利用者数 人 75 130 100 100 100

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

利用者数 人 75 130 100 100 100

参加案内人数 人 18 20 20 20 20

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

　里山案内人が、町内で行われる事業への協力（チャレンジデー、路地ＳＴ．）やお
もてなし観光公社商品、一般観光客への説明や案内を行う。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

案内回数 回 12 12 12 12 12

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 5 2 2 森のいやし効果促進事業費

29 事業分類 その他直接サービス提供事業

基本施策 観光 総合戦略事業該当 該当

基本事業 観光資源の活用 単独事業・補助事業

事務事業名 森のいやし効果促進事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 0 222 60 0 60

11 0 11 222 11 30 11 30 11
9 0 9 0 9 10 9 10 9
8 0 8 0 8 20 8 20 8
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 0 222 60 60 60
事業費計 千円 0 222 60 60 60

地方債 千円
その他 千円

国庫支出金 千円
県支出金 千円

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

230 230 230

　魅力あるコースを整備し、案内しやすい環
境づくり

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 観光担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 実施計画事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 73 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



　案内内容の充実や周知方法により、事業向上の余地はある程度見込まれる。案内人のスキルアップや内容の充実により、利用
者の満足度を上げれば、案内料を上げることもできる。

Ｂ 改善・見直しを進める

　当初の目的とはずれてきているので、いったん事業を終了し、新たに、観光ガイドボランティアを立ち上げ、町の天然記念物や自
然・史跡などを観光客に案内できる事業を立ち上げる。

目
的
妥
当
性
の
評
価

公
平
性
の
評
価

B 現行の受益者負担を見
直す必要がある

理由・
改善案

　利用者から案内料を１人１，０００円いただいているが、案内人のスキルアップや内容の
充実により、案内料を上げることもできる。

終
了
等
の
条
件

　森のいやし効果促進事業は、もともと総合政策課が事務局となり、町立病院や旅館等と連携しながら事業を進めていた。ここ
数年は、病院・旅館とも連携体制が取れておらず、里山案内人のみの活動となっている。当初の事業との整合性が合わないこと
や里山案内人の確保・育成の観点からも、いったん事業を終了し、新たな事業として立ち上げることもできる。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

② 民間等への委託等を実施する
（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

⑦ 受益者負担を見直す（見直
す方がよい）

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費自体が少ないため、現状のままで削減の余地はない。

有
効
性
の
評
価

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　案内内容の充実や周知方法により、事業向上の余地はある程度見込まれる。

B 委ねられる可能性があ
る

理由・
改善案

　事業が安定し、自立した活動が行われるようになれば、委ねられる可能性がある。

A 妥当である
理由・
改善案

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

　町の自然を活用した里山ウオーク事業を実施することにより、観光事業に結びついてい
るが、里山案内人や利用者が少ない状況である。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組
前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

② 民間等への委託等を実施する（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい）

⑦ 受益者負担を見直す（見直す方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）



年 月

1 4 50 2 1 10 11

1

4

50

事
業
区
分

9,500 9,500

手
段

　地域住民及び観光客の交通手段の確保と
利便性向上を図るため、町営バスを運行し
ている。
　また、県補助金（市町村自主運行バス路
線確保対策費補助金）の交付を受けてお
り、町の実質負担分は全事業費から県補助
金と運賃収入などからなる町営バス利用料
を差し引いた額となる。
　県補助金の年度区分が前年度の10月1日
～申請年度の９月３１日までとなっており、
毎年１１月に県補助金の申請を行っている。

目
的

①バス利用者（小鹿野町民）
②観光入込客

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

　公共交通が地域住民・観光客双方のニー
ズに応じ、充実したものとなる。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

町内を運行する公共交通機
関の利用者数

人 75,469 78,517

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

78,800 80,100

事業費

町営バス利用者数 人 48,517 47,189 48,700 49,000 49,300

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

小鹿野町人口 人 12,549 12,279 12,030 11,974 11,800

観光入込客数 千人 303 320 325 330 330

　町営バス運行費として、４３，１１９千円（うち県補助金１７，６４４千円、町営バス
利用料９，３７９千円）を支出した。

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

町営バス運行費 千円 51,204 43,119 46,399 48,000 47,000

町営バス利用料 千円 9,191 9,379 8,820

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 2 1 10 町営バス運行費

11 事業分類 その他直接サービス提供事業

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

事務事業名 町営バス運行事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

17 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町営バス条例

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 51,198 43,119 46,399 40,804 0

27 138 27 129 27 170 27 170
19 0 19 10 19 10 19 0

15 0 15 3,737 15 6,000 15 0
18 11,502 18 672 18 135 18 0

14 288 14 287 14 487 14 487
13 25,107 13 25,307 13 27,487 13 27,179
12 592 12 617 12 793 12 754
11 13,563 11 12,359 11 11,294 11 12,194
9 8 9 1 9 23 9 20
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 30,479 16,096 29,579 23,024
事業費計 千円 51,198 43,119 46,399 40,804 0

地方債 千円
その他 千円 9,191 9,379 8,820 8,780

国庫支出金 千円
県支出金 千円 11,528 17,644 8,000 9,000

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

①バスを利用して市街地などへ移動するこ
とができる。
②バスを利用して観光拠点へ行くことができ
る。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

基本施策 公共交通の維持 総合戦略事業該当 該当

基本事業 公共交通機関の確保 単独事業・補助事業 補助事業

課所名 おもてなし課

担当係名 町営バス担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 74 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



目
的
妥
当
性
の
評
価

有
効
性
の
評
価

　広報誌へ掲載するなどして町民にPRを実施したり、観光客の取り込みを行うことで運行収益を上げ経費削減を目指す。また、利
用者からの要望を積極的に聞き、より利便性を向上できるよう進める。

Ｃ 来年度、改善・見直しを
実施する

　本事業は地域住民及び観光客にとって重要な交通手段である。しかし、実質負担額では3千万前後という大きな負担を強いられ
ているため、今後は事業自体の改善を進めるとともに、より実情に即した新たな事業の可能性を検討してくことが必要である。また、
走行距離がかさんでいる車両の更新をする必要がある。

公
平
性
の
評
価

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

　利用料は、町内ゾーン200円、荒川地区ゾーン200円、秩父市内ゾーン300円である。ま
た、高齢者バス優待券または障害者手帳の所有者は無料で利用できる。

終
了
等
の
条
件

　本事業以上に効果のある交通施策を実施する場合

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

　より沢山の人に利用してもらえるよう、４月１日付でダイヤ改正を実施した。また、要望があったバ
ス停増設に向けて、現在調整中である。

A3 類似する事務事業があ
り、統合・連携している

理由・
改善案

　運行主体が異なり統合は出来ないが、それぞれの路線間のダイヤの調整などを行って
おり、今後も公共交通利用者の利便性向上のため、連携を図っていく。

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

　事業費の内訳は運行に必要な燃料代や車体整備代などであり、これらを削減する余地
はない。

A1 町が実施しなければな
らない

理由・
改善案

　本事業は、民間事業者が赤字経営で撤退をしたために開始した経緯がある。よって、新
たに民間事業者に委ねることは難しく、町で実施しなければならない。

A 妥当である
理由・
改善案

　見直す必要はない。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

　本事業は、小鹿野町民及び観光客の移動手段としてニーズに対応しているといえる。
①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名 過疎バス対策事業・乗合タクシー運行費補助事業

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

　利用者へアンケートをとるなどして要望を聞き、移動手段として改善すべき事項がある
か把握し改善していくことで、より利用者の利便性を向上出来る可能性がある。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

④ 内容・進め方を見直す（見直した方がよい）

２　視点別評価【Ｃｈeck】



年 月

1 7 58 5 1 6 11

1

7

58

192,000192,30019

事
業
区
分

700 700

人

手
段

都市との交流を促進して、地域の発展向上
と住民の福祉増進を図るため、豊かな自然
と美しい緑を活用したレクリエーション活動
の場としてみどりの村の維持管理をする。
対象施設
若者センター、農業資料館、テニスコート、
アスレチック、プール（H29に撤去）

目
的

町民及び他市町村の住民

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

町民及び他市町村の住民が親子で自然と
触れ合うことのできるレクリエーション活動
の場として利用者の増加を促進する。

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

みどりの村祭り参加人
数

人 2,315 2,440 2,700

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

2,800 3,000

2,000

52
5,000

175
630

事業費
550

みどりの村祭り参加人
数

人 2,315 2,440 2,700 2,800 3,000

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

総利用者数 人 146,735 140,572 145,000 145,000 145,000

利用者数（農業資料
館）

3,200 3,348 3,500 3,500 3,500

・みどりの村祭り（ポン菓子や毘沙門水等の販売として出店参加）
・若者センター外壁等修繕工事

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

総利用者数 人 146,735 140,572 145,000 145,000 145,000
利用者数（若者セン
ター）

人 628 653 700

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 5 1 6 みどりの村関連施設管理運営費

11 事業分類 補助・支援事業

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

事務事業名 みどりの村関連施設管理運営事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

17 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町みどりの村関連施設条例

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 3,756 3,728 7,992 8,407 8,407

19 1,841 19 1,802 15 4,300 15 5,000 15
15 1,296 15 1,274 14 0 14 52 14
13 545 13 597 13 756 13 630 13
12 48 12 49 12 76 12 175 12
11 26 11 6 11 560 11 550 11
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 3,664 3,655 7,910 8,334 8,334
事業費計 千円 3,756 3,728 7,992 8,407 8,407

地方債 千円
その他 千円 92 73 82 73 73

国庫支出金 千円
県支出金 千円

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

住民の福祉増進。またイベントにより、子ど
もに自然や動物と触れ合う楽しさを感じても
らう。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 直営

基本施策 公園・緑地の整備 総合戦略事業該当 該当

基本事業 公園・緑地の整備・保全 単独事業・補助事業 単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 商業担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 自然と歴史に囲まれた住みよい生活環境整備 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 7 21 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 125 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



目
的
妥
当
性
の
評
価

有
効
性
の
評
価

施設やイベントに対する見直しをする。また県への返還を模索していく。

施設の修繕費用は町の予算であり、年に数回実施することは難しい。みどりの村祭りの主催は埼玉県
の指定管理者高橋造園のため、出店店舗等の内容改善は十分協議しなければならない。

Ｂ 改善・見直しを進める

修繕等の維持管理費は今後も町で負担すべきである。利用者の増加に対しての改善・見直しは高橋造園と調整しながら進めてい
く。

公
平
性
の
評
価

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

現在の受益者は埼玉県の指定管理者高橋造園であるが、目的や成果から考え、見直す
必要はない。

終
了
等
の
条
件

今後の人口減少に伴い、利用者の減少が進んだ場合、縮小になる。

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

② 民間等への委託等を実施する
（実施した方がよい）

④ 内容・進め方を見直す（見直し
た方がよい）

A1 類似する事務事業はな
い

理由・
改善案

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

施設の経年劣化による修繕が毎年あると予想されるため、適切に行う必要がある。

B 委ねられる可能性があ
る

理由・
改善案

修繕等を伴う維持管理やトイレ清掃、草刈等の作業について、すべて委託することは支
払額の問題があるが、県の指定管理者なので委ねられる可能性を模索する。

A 妥当である
理由・
改善案

見直す必要はない。

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

・利用者の健康増進、イベントでの体験により、子どもの心の成長を促してる。
①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

利用者は一定数いるが、上昇傾向ではないため、施設やみどりの村祭り等の内容改善に
よって成果向上の余地はある。

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

２　視点別評価【Ｃｈeck】



年 月

4 31 127 5 1 3 43

4

31
127

事
業
区
分

手
段

パレオパラドキシアや貝類等の化石を展示
することにより、健全な余暇学習活動の場を
提供し、教育文化の向上に資するとともに、
都市住民に相互交流の場を提供することに
より、地域活性化の推進を図る。

目
的

町民及び他市町村の住民

投
入
量

事
業
費

事業費
の内訳

千円

館内の自由見学だけでなく、化石体験など
親子で参加できるよう施設改修をする

上位成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

総入館者数 人 5,858 7,564 6,500

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

7,500 8,000

50

3,703
1,210

1,177
145

事業費
50

レプリカ作り 人 0 149 200 300 400

対象指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

総入館者数 人 5,858 7,564 6,500 7,500 8,000

・夏休み応援イベント（対象：小学生：化石発掘・レプリカ作り）
・化石レプリカ作り（団体予約）
・国指定天然記念物記念イベント「プロジェクションマッピング」

活動指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（見込）

３０年度
（見込）

３１年度
（見込）

総入館者数 人 5,858 7,564 6,500 7,500 8,000

総合振興計画
上の政策体系

予算
区分 一般 5 1 3 おがの化石館管理運営費

43 事業分類 施設維持管理事業

１　事務事業の現状把握【Pｌａｎ、Ｄo】

事務事業名 おがの化石館管運営事業
担当
課所

事業
計画

単年度繰返し
事業
期間

17 ～ 平成
根拠法令、
例規・要綱

小鹿野町おがの化石館条例・小鹿野町おがの化
石館条例施行規則

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ 千円 5,148 9,170 6,887 6,335 6,335

19 0
19 465 18 100

18 68 16 0 15 0 18 50 18
18 0 16 0

16 0 15 3,533 14 1,210 14 1,210 14
14 1,209 14 1,337 13 4,128 13 3,703 13
13 2,818 13 2,941 12 160 12 145 12
12 152 12 134 11 1,239 11 1,177 11
11 901 11 760 8 50 8 50 8
節 事業費 節 事業費 節 事業費 節 事業費 節

一般財源 千円 3,822 7,313 5,457 4,925 4,925
事業費計 千円 5,148 9,170 6,887 6,335 6,335

地方債 千円
その他 千円 1,326 1,857 1,430 1,410 1,410

国庫支出金 千円
県支出金 千円

②　対象（本事務事業は、誰・何を対象としているのかを記入してください。）

③　意図（本事務事業により、対象をどのような状態・状況にしたいのかを記入してください。）

　④　結果（本事務事業をどのような結果に結びつけるのかを記入してください。）

　(2)　事業費の推移・内訳
財源内訳 単位 ２７年度（実績） ２８年度（実績） ２９年度（目標） ３０年度（目標） ３１年度（目標）

親子を対象とし、化石体験（発掘・レプリカ作
りなど）の充実と開催。

成果指標 単位
２７年度
（実績）

２８年度
（実績）

２９年度
（目標）

３０年度
（目標）

３１年度
（目標）

　(1)　事務事業の手段・目的、指標

①　本事務事業の主な実施内容等を記入してください。

事業概要（具体的な事務事業の実施内容・進め方） 平成２８年度実績（平成２８年度に実施した事業内容）

会計 款 項 目 大事業名 任意的・義務的 任意的事業

№ 実施方法 一部委託

基本施策 観光 総合戦略事業該当 該当

基本事業 観光資源の活用 単独事業・補助事業 単独事業

課所名 おもてなし課

担当係名 観光担当

新規事業・継続事業 継続事業

政　策 地域に根ざした活気あふれる産業づくり 実施計画事業・一般事業 一般事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務事業評価シート 平成 29 8 31 日作成

評価対象 平成 28 年度 評価実施 平成 29 年度 126 政策体系 予算区分 一般

平成

昭和

平成

昭和



目
的
妥
当
性
の
評
価

有
効
性
の
評
価

施設見学の際に河原「ようばけ」へ行く人が多いため、道路整備が必要である

道路整備のため地権者を含め近隣者の協力と理解

Ｂ 改善・見直しを進める

化石館とようばけの連携が必要である。

公
平
性
の
評
価

A2 現行の受益者負担は
適正である

理由・
改善案

終
了
等
の
条
件

終了等の可能性はない

　(1)　今後の事務事業の方向性　（上記「２ 視点別評価の『②～⑦においてＢ、Ｃ、Ｄのいずれか』を選択し、改善等が必要と評価
　　　したものを４項目まで記入してください。）

⑤ 他事業との統合･連携を実施
する（実施した方がよい）

B 類似する事務事業があ
り、統合・連携の可能性が
ある

理由・
改善案

施設に隣接する「ようばけ」の活用のため

効
率
性
の
評
価

A 削減の余地はない
理由・
改善案

A2 一部、委ねている
理由・
改善案

入館受付業務を小鹿野両神観光協会へ委託している

A 妥当である
理由・
改善案

②　公共関与の妥当性（本事務事業は、町が実施しなければならないですか?　民間等に委ねることはできませんか?）

③　対象・意図の妥当性（本事務事業の現状や成果から考え、対象や意図を見直す必要がありますか?）

結びついている
理由・
改善案

年々、入館者も増加している
①　政策体系との整合性（本事業の目的（対象・意図）は、政策体系（結果）に結びついていますか?

⑧　事務事業の終了・休止・縮小の条件・可能性（本事務事業は、どんな状況・状態になれば終了等(終了・休止・縮小)となりますか?）

３　視点別評価結果に基づく総括と今後の方向性等【Ａｃｔｉｏｎ１】

　(2)　上記(1)に基づいた改革・改善案等を記入してください。（事務事業終了の場合は記入不要）

　(3)　上記(2)を実現する上で、解決すべき課題・障壁、また、その解決策等を記入してください。  (4)  今後の事務事業の方針

４　内部評価における総括【Ａｃｔｉｏｎ２】
 ２及び３の結果を踏まえた総括事項、特記事項等を記入してください。（３の(2)で「Ａ現状維持、Ｄ事務事業終了」を選択した場合の理由等も記入）

④　事務事業の成果向上の余地（本事務事業の成果は出ていますか?　内容や進め方などを見直すことで成果を向上できますか?）

⑤　類似する事務事業との統合・連携の可能性（類似の目的や活動形態を持つ事務事業がほかにありますか?　ある場合、統合・連携の可能性等は?）

類似する事務事業名 指定文化財

⑥　事業費・人件費の削減余地（本事務事業の成果を低下させずに事業費・人件費を削減させることができますか?）

⑦　受益者負担の適正化余地（本事務事業の受益者は誰ですか?　目的や成果から考え、受益者負担を見直す必要性がありますか?）

B 成果向上の余地がある
程度ある

理由・
改善案

化石発掘・レプリカ作りの体験施設の充実のため、施設改修を行う

　(3)　前年度の評価結果に対する改革・改善の取組

前年度の評価結果 評価結果を受けて実施した具体的な改革・改善の取組について記入してください。（事業終了の場合は記入不要）

２　視点別評価【Ｃｈeck】


